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１．はじめに 

これまで，交通均衡と立地均衡とを統合的に扱っ

たモデル分析に係わる研究が積極的に実施されてき

た．筆者らも応用都市経済(Computable Urban Econ

omic：CUE)モデルおよび，立地均衡を考慮した応

用一般均衡モデルの開発とその便益評価への適用に

係わる研究に取り組んできた．特にCUEモデルは交

通と立地の同時均衡モデルである．それらは，従来，

交通解析の分野で開発が進められてきた交通需要予

測モデルをベースとし，それに居住者や企業の経済

活動を整合的に導入したものである．特に，交通行

動もミクロ経済学的行動モデルに基づき定式化した

ことにより，立地選択行動も含めた経済行動と交通

行動との整合性が保たれている点に特徴がある．し

かし，これまで筆者らが開発を行ってきた立地均衡

を考慮した応用一般均衡モデルでは，産業立地行動

の部分が不十分であった．そのため，本研究ではそ

の部分を補完するためにCUEモデルにより複数産業

の立地行動をモデル化してゆく． P

 
P
 

  

２．本研究のＣＵＥモデル 

（１）前提条件 

 本 CUE モデルは，産業区分として基幹産業（第

一次産業，第二次産業），サービス産業（対事務

所），商業部門，運輸部門に分類する．これは，特

に基幹産業とサービス産業とでは，立地行動が異な

るであろう点を明示的に扱おうと考えたことと，商

業部門は，基幹産業より生産財を搬入して家計に販 
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売するという，生産財の産業から家計への流通を中

継する役割を果たしていることに注目し，更にそれ

が商業部門の立地にどのような影響を与えているか

を示そうと考えたためである． 
なお，CUE モデルの基本的な構造は既存のもの

と同様であるため，ここでは省略する． 

 

（２）産業の行動モデル 
a)基幹産業の費用最小化行動 
基幹産業は労働，土地そして旅客および貨物運

輸サービスを投入して財を生産する．それらの行動

モデルは費用最小化の枠組みで構築することとする．

まず，労働，土地，旅客運輸サービスの投入量を決

定する． 
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そして，式(1)を解くことにより，単位生産容量
に対する生産要素需要量が以下のように求められる． 
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また，貨物運輸サービス投入は中間投入財の投

入に際し，その投入量を調達先の時間距離に依存し

て決定されるとして定式化を行う． 
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ただし，
m m
jz ′−
：m′財の中間投入量， jkt ：ゾーン j k−

間の交通所要時間， PrFm
ji

′
：中間投入財の投入先選択確率，

Tmµ ′：貨物マージン(単位中間投入財輸送のために必要な貨

物サービス投入量)， Tp ：貨物サービス価格， mp ′：m′財

価格，
m
jy ：生産量， 0

ma ：生産容量比率， m
ma ′
：中間投入係

数， m
jtc ：生産容量の単位費用， m

jC ：生産費用． 

式(3)を解くと以下の解が得られる． 
 0m m

j m jpc a y= ，
m m m m
j m jz a y′ ′− =        (4) 

基幹産業の生産量は需要量に応じて決定される

とする．なお，生産財価格は１で固定とする．その

結果，利潤は以下より得られる． 
m m m
j m j jp y Cπ = −    (5) 

m
jπ ：企業利潤 

 

b)サービス産業の消費最小化行動 

 サービス産業は基本的な生産行動モデルの枠組み

は基幹産業と同様である．ただし，サービス産業は

その産業において，旅客運輸投入が特に重要となる

と考え，そのモデル化を行う． 

その場合，同業のサービス産業同志の間での業

務トリップが最も重要視されると本研究は考えた．

すなわち，同業者間での情報交換が生産性向上に寄

与すると考えたものである． 

具体的なモデル化としては，旅客運輸投入にお

いて目的地を選択する際，目的地の魅力度にサービ

ス業の従業人口を入れた．これにより，サービス業

については，業務トリップ消費を介して規模の経済

性が働くことになる． 

モデルとしては，旅客運輸の目的地選択確率を

以下よりもとめる． 
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X ijP ：業務トリップの目的地選択確率， θ ：パラ

メータ，
S
jE ： jソーンの商業の従業人口 S：商業

の添え字 

 

c)商業の消費最小化行動 

商業は家計が需要する基幹産業の財を貨物輸送

コストをかけて入手する．そして，財の価格に商業

マージンを付加して家計に提供し，その付加分の利

益を得るのである．ここで，貨物輸送コストを時間

距離に依存すると仮定すると，商業はできるだけ基

幹産業の近辺，または交通の便のよいところに立地

して貨物コストを抑え，利潤を高めたいと考える．

しかし，家計にとってみれば商業施設は居住地から

近い方がよい．なぜなら，商業施設で財を消費する

ときその施設までの移動コストが生じ，時間距離が

長ければそのコストが膨らみ効用が低下するためで

ある．その結果，効用が低下する商業施設の利用機

会が減少する．そのため，商業は貨物輸送コストの

小さいところ，そして，家計の自由トリップの消費

時間ができるだけ小さくなるところに立地すること

になる． 
以上の商業モデルの定式化は以下のようなもの

となる． 
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なお， H

mX は家計の財mの jゾーンでの総需要量で

ある．そして，その際に商業が支払う貨物費用は，

当該財の生産地から消費地である iゾーンまでの距

離分の費用である． 
 これに基づき商業サービスの利用は以下のように

なる． 
m m m
j m j jp y Cπ = −     (8) 

この結果，当該利潤は，家計が需要する財の貨物輸



送コストが影響することがわかる． 

なお，商業サービスの生産については，家計の

商業サービス需要をまかなうように決定される．そ

のため，商業は家計にとってもアクセスのよい地域

への立地を考えることになる． 

 

（３）産業の立地選択行動 

 産業は，ゾーンごとに交通条件，地代条件が異な

るため，生産に伴う費用がゾーンごとに異なり，さ

らにその結果得られる利潤もゾーンごとで異なって

くる．時節で詳述するが費用最小化行動により得ら

れたゾーンごとの利潤を基に，立地選択を行うもの

とする立地選択は全ゾーンの従業者に対して，彼ら

がどこで生産するのかを決める枠組みとして定式化

する．以下のような利潤を説明変数として，住宅地

選択に対する効用関数をCES型で定義し，その最大

化問題として定式化した．なお，立地選択行動の枠

組みは全産業共通のものである． 
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ただし， m
jP ：企業の立地選択確率， m

jξ ：分配パラメー

タ， m
Sσ ：代替弾力性パラメータ，
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 式(9)を解くと，企業の立地選択確率が以下のよ

うに得られる． 
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 これより，ゾーン別産業別の従業人口数は以下の

ように求められる． 

 m m m
j jE ET P= ⋅  (11) 

ただし， mET ：産業mの総従業者数(固定)． 

 

（４）家計の立地選択行動 

 家計については基本的行動の枠組みは既存モデル

と同様である．ただし，ここでは jゾーンに勤務し，

iゾーンに居住する家計を考える．その効用最大化

モデルは以下である． 
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H
iV  ：効用水準， H

iU ：直接効用関数， H
iz ：合成財消費

量， H
ix ：旅客消費量， H

is ：余暇消費量， A
ix ：家計土地

消費量(以上はすべて一人当たりの量である)， H
ih ：居住地

地代， iq ：旅客の一般化価格， T ：総利用可能時間，
Bδ ：家計一人当たり通勤トリップ時間， Sδ ：家計一人当

たり自由トリップ時間， ijn ： i ゾーンから j ゾーンへ通勤
する家計人口， iN ： iゾーンの家計人口 
式(12)をとくことによって土地消費量を求めることがで

きる． 
 ( ), ,H

i i i ia a h q w=  (13) 
 
なお，ここでは自由トリップの目的地選択確率

において，一般化価格とともに目的地の商業サービ

スの価格により決定されることとする．なぜなら，

ここでは，自由トリップを行った結果，商業サービ

スを消費すると想定するためである．これより決定

される効用水準に応じて家計の立地を決定する．そ

の立地選択行動モデルは以下である． 
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ただし，
H
jiP ：ゾーン jに勤務する家計のゾーン iの住宅地

選択確率，
H
jiV ：効用水準， H

iξ ：分配パラメータ， H
Sσ ：

代替弾力値を示すパラメータ，
1H

H S
S H

S

σ
ρ

σ
−

= ，
*H

jS ：最大

期待効用値 
なお，式(13)を解くと以下のように立地選択確率

が得られ，それを式(1a)の目的関数に代入すること
により期待効用に基づく効用水準 *H

jS も求められる． 
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なお，式(15a)に示す目的関数は，CGEモデル等
で効用関数形として用いられるCES型関数に基づ
き定式化を行ったものである．すなわち，本関数に

よれば 1H
Sρ = すなわち H

Sσ = ∞のとき，式(1a)は以下



のように単純な期待効用関数に書き換えられる． 
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これを解くと，効用均等型の立地配分モデルが

導出される．一方， 0H
Sρ = すなわち 1H

Sσ = のとき，

式(15a)は以下のようなコブ・ダグラス型関数とな
る． 
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これを解くと， H
ji iP ξ= となり立地選択確率が変

化しないケースとなる．こうして H
Sσ は立地選択確

率が効用均等型配分から固定配分まで，その調整の

役割を果たすパラメータとなっていることがわかる． 
(2a)より，ゾーン別家計数は以下のように求められ
る． 

 H
ji j jiN E P= ⋅  (16) 

jiN :jゾーンからiゾーンに通勤する家計人口, jE :従業人口, 

なお， iゾーンの家計数は以下のようになる．  

 i ji
j

N N= ∑  (17) 

 

（５）土地市場均衡条件 

 土地市場均衡条件は以下のとおりである． 

 m m F
j j j

m
E a AS=∑  (18a)

 H H
j j jN a AS=  (18b) 

F
jAS ：業務地供給面積， H

jAS ：居住地供給面積 

 土地市場は業務地と居住地に分割して考える．業

務地に関しては，あるゾーンの産業ごとの一人当た

り土地投入量に産業別の従業人口を乗じたもののす

べての産業の和が，業務地供給面積と等しくなる．

また，居住地に関しても，あるゾーンの家計一人当

たり土地消費量に家計人口を乗じたものが居住地面

積に等しくなる． 
 

３．おわりに． 

 本研究では，産業の性質の違いにより基幹産業，

サービス産業，商業に分割しそれぞれの産業につい

て詳細なモデル化を行った．特にサービス産業につ

いては，情報交換が生産性を向上させるためサービ

ス産業同士が集積するという性質を，目的地選択確

率の変数にサービス産業の人口を組み込むことによ

って表現できた．また，商業については家計の消費

行動が商業の立地選択行動に大きく影響するという

ことを，商業の貨物運輸消費量を家計の商業サービ

ス消費量の関数にすることで表現できた．  

今後は数値シミュレーションを行いモデルの挙動を

確認し，実証分析を行う．そして，立地均衡を考慮

した応用一般均衡モデルの立地行動への統合を図り

不十分だった部分の補完を行う． 
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